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　　　　　　　　　　　図1「風車密度」（陸上設置）の国際比較（ヨーロッパ，2010年）
出所　リニューアブルUK「国際比較：風車密度と利用効率」（2011年6月，同団体のウエブサイトで公表）の表から作成。
注：100平方キロメートル当たりの風車数（陸上設置のみ，2010年）を算出。
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用状態にある」と強い調子で警鐘を鳴らしている。な
ぜ，そのようなことが行われたのであろうか，実は，
ここには英国農村にかかわる興味深い論点がある。
2．英国農村における風力発電
　英国の風力発電をめぐる状況を簡単に整理してみよ
う。
　まず，英国政府であるが，欧州では後発であるもの
の，再生可能エネルギーに対して積極的な対応を始め
ている。その背景には，約30年間にわたり英国のエ
ネルギー需要を支えてきた北海油田のドラスティクな
産出量の減少がある。また，EUとして約束した温暖
化ガス排出量の削減も迫られている。そうした中で政
府は，2005年には1．5％のシェアに過ぎない再生可能
エネルギーの割合を2020年には15％まで高めるとい
う意欲的な目標を定めた。そのため2008年以降新た
な法律の制定や工程表の作成，そして各種の補助事業
の創設など，矢継ぎ早に条件整備を行っている。その
場合，具体的なエネルギー源として，特に期待されて
いるのは，海上風力発電も含めた風力発電である（陸
上と海上は約4：6の割合）。
　そして，陸上発電における事業主体として注目され
ているのが，実は農業者または地主である。この点は
明らかにわが国の事情と異なる。日本の陸上風力発電
の立地地目に関するデータは見あたらないが，その多
くが「海浜」「荒れ地」「森林」への立地であると思わ
れる。最近では農地上の立地も進み，さらにそれを促
進するために農業振興地域整i備法や農地法に対する規
制緩和の検討も見られるが，しかし例えば山形県の風
車立地ポテンシャル調査によれば，「自然公園法と農
業振興法の規制がかかる地域の特徴を比較すると，自
然公園法の規制がかかる地域の方が事業採算性の確保
に有利な地域が多い。そのため，事業採算性の観点を
踏まえて適地拡大を図るためには自然公園法の柔軟運
用が必要になってくると考えられ」（r山形県再生可能
エネルギー活用適地調査報告書』，2012年3月）と
し，現実的な農地立地の事業採算性が劣ることが指摘
されている。
　こうした，陸上風力発電のための風車の立地場所の
日英の差は，なによりも国土の地目構成の差により説
明できる。つまり，英国では，国土の71％を農用地
が占めており，日本の12％とは大きく異なっている
点に由来している。したがって，日本で風車を設置す
る時には，いろいろ地目が候補となるが，英国では，
その設置場所として圧倒的に農用地であり，個人農場
内の立地である可能性が高い。必然的に，多くの場合
の事業主体が農業者または地主ということとなる。
　このような条件の中で，農業者の対応はきわめてポ
ジティブである。その様子は，農村の不動産業者を通
して知ることができる。英国では1986年の農業改良
普及事業の民営化以降，農業コンサルタントを名乗る
会社の他，農村部の土地取引等を仲介する不動産業者
（ラソド・エージェソシー）が，農業者を対象に，農
業技術指導・経営にかかわる有料サービスを行ってい
る。各種の直接支払い制度の書類作成や事業選択（直
接支払いの要件とされる事業）に際して，このサービ
スを受ける農場も少なくない。そして，現在これらの
業者に期待されている新たな役割が，風力発電を含め・
た再生可能エネルギー事業の導入コンサルタント・
サービスである。そのため，筆者が訪ねたイングラソ
ド北部を拠点とする「ジョージ・エフ・ホワイト」社
は，再生可能エネルギー事業専門の子会社を設立し，
事業導入に高い意欲を持つ農業者・地主を対象にコソ
サルタソト活動を始めた。2011年の4－5月に数回行
われたセミナーは，農業者を中心に満席の状態で，合
計300人を超える参加者があったという。
　実際の農場での導入例を見れば，ニューカッスル大
学農村経済センターによる詳細な事例調査では，次の
実態が把握されている。イソグランド中部の250ヘク
タール規模のある農場（小麦一ナタネ等の栽培）が
2010年に導入した1基の風車は，投資総額が約28万
ポンド（約3500万円）に対して，自家消費電力も含
めて計算した産出電力総額は年間約5．3万ポンド（約
663万円）となる。投資利回りは，実に年率19％に及
ぶ。そのため，この農場では同じ規模の風車をさらに
1基導入する計画を進めつつある。
　こうした農場事業としての風力発電の高い採算性
は，他の調査でも同様に指摘されており，一部のマス
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コミからは，「新たなるゴールド　ラッシュ」とさえ
称されている。
3．風力発電の導入を妨げるもの
　このように，英国の風力発電をめぐっては，政府が
条件整備を積極的に行い，事業をサポートする専門コ
ソサルタソト業者も登場し，そして事業主体となる農
場では実際に高い採算性を示す実績が出始めている。
それにもかかわらず，業界関係者は，冒頭で述べた乱
暴な「風車密度」を示し，「英国の遅れ」をアピール
しなくてはならない。なぜであろうか。
　それは，農村における風車設置が農村景観を破壊す
るものとして，世論の強い反対があるからである。英
国では，特に国民の伝統的農村景観へのこだわり，そ
してその変化に対する拒否感は著しく強い。先の調査
農場の場合でも，現在の風車の設置の際には地域の住
民から反対の声があがっていたが，なんとか実現にこ
ぎ着けた。しかし，2基目については，設置場所等さ
らに工夫が必要だと農場主は苦悩している。
　我が国でもしばしば紹介されているように，英国で
は農業者は「食料生産者と同時に貴重な農村資源の管
理者としての役割」（環境・食料・農村省“Upland
Policy　Review”2011）を果していると言われ，それ
は国民レベルで確かに浸透している。そうした状況を
確認できるのは，実はテレビ番組の構成である。英国
のテレビ番組には，農村そのものや沿岸地帯を含めた
地方部の景観を対象とする番組が実に多い。筆者が滞
在当時放映されている番組の中では，農村景観，食生
活やコミュニティ活動を紹介する「カソトリーファイ
ル」，農村移住のための農村住宅を紹介する「エスケー
プ・ッゥ・ザ・カソトリー」などは，いずれもゴール
デソタイムに放映される人気番組であった。
　また，現実に都市住民は，1970年代より，その美
しい景観を求めて農村部に移住し，「逆都市化」と言
われる動きを今に至るまで作りだしている。また，移
住しないまでも多くの都市住民は，「パブリック・フ
ットパス」や「オープソ・カソトリーサイド」と言わ
れる農場内の小径や空間の散策を日常的に楽しんでい
る。特に，国立公園内のフットパス（国立公園内でも
私有地）は，休日ともなれば，途切れることがない人
々の列を見ることができる。
　その点で「多面的機能」が政策文書のみに留まって
いる我が国とは決定的な相違があると言えよう。しか
しだからこそ，人々は農村景観の変化に対して，逆に
厳しい目を持っている。その点から議論の対象になっ
たのは，かつては実は植林であった。特に針葉樹の植
林は「単調な景観」として，今でも忌み嫌われている。
そして現在，問題とされているのが，再生可能性エネ
ルギーの切り札とされる他ならぬ風車である。
　このように多くの英国国民の農村，特にその伝統的
景観に対する強いシソパシーは農場における「新たな
るゴールド・ラッシュ」と言われる風力発電開発と鋭
くぶつかり，各地で強い反対運動を巻き起こしている
のである。そして，多くの場合，風車の導入計画は頓
挫している。それが業界団体が「英国の遅れ」と嘆く
現実である。
　あわせて，風車の野生動物への影響も議論されてい
ることも指摘しておきたい。最近では日本国内でも問
題提起されているが，英国では特にコウモリに対する
影響が早くから指摘されている。コウモリがその習性
から風車に引き寄せられる傾向があり，大量の衝突死
が発生しているのである。この問題は米国で指摘され
始めたようであるが，英国でも同様に，その問題状況
とあるべき対策が盛んに議論されている。そのため，
コウモリと風力発電の「共存」のための風車設置・運
転方法の工夫についてのガイドラインが関係機関と研
究機関によって作成され，情報が更新されつつある。
4．「環境」と「環境」の争奪一おわりに一
　このように英国では，「景観か再生可能エネルギー
か」あるいは「生物多様性か再生可能エネルギーか」
という対立が農村で起こっている。それは，バイオエ
タノールをめぐってしばしば言われる「食料対環境」
という構図ではなく，「環境対環境」の争いである。
環境内部におけるこうした対立関係が，英国では農村
という場で生まれっつある点を認識しておく必要があ
ろう。同時に，コウモリの例に見られるように，困難
ながらも，人々の英知により，生物多様性と再生可能
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エネルギーの両者を満たす「共通解」の模索が行われ
ていることにも注目したい。
　こうした状況から考えさせられるのは，わが国で同
じことを議論するのであれば，低い食料自給率がゆえ
に「食料（増産）」という要素を加えることが不可欠
なことである。しかし，果たして「食料」「景観」「生
物多様性」「再生可能エネルギー」をすべて満たすよ
うな「共通解」が得られるのであろうか。
　英国における「風車の見えない農村風景」から，我
が国農業・農村をめぐる「難問」が見えてくるのであ
る。
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